
概

年度の優先度

③1 　□

施

 Ａ　　　 □ Ｂ　

策

　　 □ Ｃ　　　 

名

□ Ｄ　

適切な催告、

財

財産調査、滞納処分に

政

より、収納率の維持は

運

図られた。
■ 計画ど

営

おり   
令和　５年

基

度
□ 遅延     

本

    
の評価

□ 進

目

展なし     

■ 

標

維持　□ 拡大 引き続

共

き、新たな滞納繰越の

に

抑制と、収納率の維持

創

を図るため、継続的な

る

財産調査、滞納処分を

持

実施する。
事業区分 □

続

 自治事務   □ 

的

法定受託   □ そ

に

の他
今後の方向性 □ 

発

縮小　□ 改善
（改善

展

措置等）□ 休止　□

す

 終了
計画対象 □ 実

る

施計画査定対象  □

ま

 行政改革対象 
□ 

ち

廃止　　　　 

※決算

要

額については、端数処

施

理により、他資料の決

策

算額と差異が生じてい

の

る場合もあります。

目的 中長期的視野に基づ

No. 事務事業

く

名 活動内容 コスト（事

、

業費：千円）

滞納整理

適

回収事業 令和　４年度

正

令和　５年度 令和　５

で

年度 令和　６年度 令和

持

　４年度 令和　５年度

続

令和　５年度 令和　６

可

年度
活動指標名 単位

実

能

績 計画 実績 計画 決算 当

な

初予算 決算 当初予算
全

財

体事業概要
①

納税相談

政

件数 件 8,640 8,

運

500 9,068 8,

営

500
納税の公平性の

を

担保のため、長期・高

図

額の滞納案件に
ついて

り

、納税相談等を通じて

、

自主納付の勧奨を図る

市

と 2,804 3,96

民

1 2,619 4,05

ニ

5
ともに、適宜、滞納

ー

処分を実施する。
②

令

ズ

和　７年度の優先度

③

に

2 　□ Ａ　　　 □

的

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

確

　　 □ Ｄ　

納付が

に

困難な市民のため、状

対

況に応じた分割納付の

応

提案など納税者に寄り

す

添った柔軟できめ細や

る

かな納税相談を
■ 計

こ

画どおり   
令和　

と

５年度 行った。
□ 遅

。

延         

施

の評価
□ 進展なし 

策

    

■ 維持　□

の

 拡大 時局を捉えた滞

方

納整理を進めるととも

向

に、経済情勢の変化に

計

対応し、納税者に寄り

画

添った納税相談を行い

的

、滞納
事業区分 □ 自

な

治事務   □ 法定

財

受託   □ その他

政

今後の方向性 □ 縮小

運

　□ 改善 繰越額の縮

営

減及び収納率の維持を

厳

図る。
（改善措置等）

し

□ 休止　□ 終了  

い

計画対象 □ 実施計画

経

査定対象  □ 行政

済

改革対象 
□ 廃止　

状

　　　 

況下にもかかわらず、キャッシュレス決済等の多様で利便性の高い納付手段の整備、適正な催告、財産調査、滞納処分により、滞納繰越額の縮減及び成果
■ 計画どおり   

令和　５年度 指標とする収納率の維持は図られた。
□ 遅延         

の評価 滞納繰越額　Ｒ４　233,311,551　　Ｒ５　214,869,789
□ 進展なし     

収納率　　　Ｒ４　98.64％　　　　Ｒ５　98.74％
■ 維持　　　　 コロナ禍により悪化した経済情勢は回復基調が続いているが、円安等による原材料費の上昇による景気悪化、物価高騰による家計悪化の懸念は払拭出来ず、依然予断を

今後の方向性 □ 拡大　　　　 許さない状況であることを踏まえ、更なる多様で利便性の高い納付手段の整備、時局を捉えた滞納

1

整理を進め、新たな滞

頁

納繰越額を抑制すると

令

ともに、現年度課税分

和

の

（改善措置等） □ 

 

縮小　　　　 滞納対

5

策に重点を置き、継続

年

的な財産調査、滞納処

度

分を実施し、収納率の

　

維持を図る。
□ 改善

　

　　　　 

事務事業評価表（個票

N

）

o. 事務事業名 活動内

課

容 コスト（事業費：千

名

円）

収税特別対策事業

財

令和　４年度 令和　５

政

年度 令和　５年度 令和

経

　６年度 令和　４年度

営

令和　５年度 令和　５

部

年度 令和　６年度
活動

市

指標名 単位
実績 計画 実

税

績 計画 決算 当初予算 決

収

算 当初予算
全体事業概

納

要
①

財産調査件数 件 3

課

3,009 33,00

作

0 24,606 33,

成

000
行財政運営を支

日

える市税収入の確保の

令

ため、納税しや
すい環

和

境整備に向け、多様な

　

納付手段の整備を図る

６

と 13,830 17,

年

115 17,022 2

　

1,391
ともに、滞

８

納者の財産状況等を的

月

確に把握することを
②

　

通じて、滞納の早期解

１

消を目指し、収納率の

日

向上を図
る。 令和　７


